
 
 

館林市空き家利活用助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の空き家の利活用を促進し、移住定住人口の増加を図るた

め、空き家を登録し、又は購入する、若しくは空き家の賃貸借を行う者に対し館林

市空き家利活用助成金（以下「助成金」という。）を交付することに関し、必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 空き家 館林市空き家情報登録制度実施要綱（平成２９年館林市告示第１３８ 

号）第２条第１号に規定する空き家をいう。 

⑵ 転入者 申請時において 1 年以上本市に居住していない者。 

⑶ 重点エリア 市が定めたまちなか再生重点エリア（別図）をいう。 

（助成対象空き家） 

第３条 助成対象となる空き家は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 個人所有の建築物であること。 

⑵  建築基準法（昭和２５年法律２０１号）の規定に違反していることが明らかに

違反している建築物でないこと。 

（助成対象者） 

第４条 助成金の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当する者とする。 

 ⑴ 次のいずれかに該当する者 

ア 館林市空き家情報登録制度に助成対象空き家を登録した者 

イ 館林市空き家情報登録制度を利用して助成対象空き家を購入、賃借又は賃貸

した者 

⑵ 市税の滞納がない者 

⑶ 館林市暴力団排除条例（平成２４年館林市条例第１８号）第２条第３号に規定

する暴力団員等でない者 

⑷ 過去に本助成金の交付を受けていない者 



 
 

（助成金の額） 

第５条 助成金の種類、額等は、次のとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

種類 区分 助成金の額 条件 

購入助成金 

市内在住者 ２００，０００円 
交付決定後２年以上居住する

こと。 

転入者 ４００，０００円 
交付決定後２年以上居住する

こと。 

賃借助成金 

市内在住者 

月単位の家賃の１/３ 

（千円未満切り捨て） 

かつ上限２０，０００円 

助成期間は最長１２か月とす

る。ただし、日割家賃が発生す

る月は助成期間に含めないも

のとする。 

交付決定後２年以上居住する

こと。 

転入者 

月単位の家賃の１/２ 

（千円未満切り捨て） 

かつ上限４０，０００円 

助成期間は最長１２か月とす

る。ただし、日割家賃が発生

する月は助成期間に含めない

ものとする。 

交付決定後２年以上居住する

こと。 

賃貸人 

成約助成金 
 ５０，０００円  

登録助成金  

重点エリア内の場合 

２０，０００円 

エリア外の場合 

１０，０００円 

登録後２年間は成約等によら

ない限り登録を消さないこ

と。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする助成対象者（以下「申請者」という。）は、館

林市空き家利活用助成金交付申請書（別記様式第１号）に次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める書類を添えて、市長に申請しなければならない。この場合に

おいて、賃貸助成金の交付を受けようとする助成対象者にあっては、対象となる助成期



 
 

間の該当年度ごとに申請しなければならない。 

⑴ 購入助成金 

ア 助成対象者の住民票 

イ 土地及び建物登記事項証明書 

ウ 売買契約書の写し 

エ 誓約書（別記様式第２号） 

⑵ 賃借助成金 

  ア 助成対象者の住民票 

イ 賃貸借契約書の写し 

ウ 誓約書（別記様式第２号） 

⑶ 賃貸人成約助成金 賃貸借契約書の写し 

⑷ 登録助成金 空き家情報登録決定通知書の写し 

（交付決定） 

第７条 市長は、申請者から前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めるときは、助成金の交付を決定し館林市空き家利活用助成金交付決定通

知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（助成金の内容変更） 

第８条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は当該

交付決定内容を変更するときは、速やかに館林市空き家利活用助成金交付変更申請

書（別記様式第４号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、交付決定者から前項の申請書が提出された場合において、内容を審査し、

その適否を決定し、館林市空き家利活用助成金交付変更承認決定通知書（別記様式

第５号）又は空き家利活用助成金変更不承認決定通知書（別記様式第６号）により、

交付決定者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付

決定を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

⑵ 助成金の交付決定の条件に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、館林市空き家



 
 

利活用助成金交付取消通知書（別記様式第７号）により、当該交付決定者に対し通知

するものとする。 

（助成金の取止め） 

第１０条 交付決定者は、交付決定を受けた後、空き家の利活用を中止する必要が生

じた場合は、館林市空き家利活用助成金交付取止め届（別記様式第８号）に第７条の

規定により通知された館林市空き家利活用助成金交付決定通知書を添えて、市長に

提出しなければならない。ただし、交付決定後２年以上居住した場合は除く。 

２ 市長は、交付決定者から前項の館林市空き家利活用助成金交付取止め届の提出が

あったときは、交付決定を取り消し、館林市空き家利活用助成金交付取消通知書に

より、交付決定者に対し通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第１１条 市長は、前２条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、

既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

２ 交付決定者は、交付決定後２年以内に助成金の交付申請の内容と異なる利用に供

した場合は、助成金を返還しなければならない。ただし、第８条の規定による承認を

受けた者は除く。 

３ 交付決定者は、交付決定後２年以内に当該空き家を除却した場合は、交付を受け

た助成金を返還しなければならない。 

４ 市長は、前３項の規定により助成金の返還を求めるときは、館林市空き家利活用

助成金返還命令通知書（別記様式第９号）によるものとする。 

（購入助成金及び賃貸助成金の請求及び交付） 

第１２条 第７条の通知を受けた購入助成金及び賃貸人成約助成金の交付決定者は、

速やかに館林市空き家利活用助成金請求書（別記様式第１０号）により市長に助成

金の交付を請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、当該交付決定者に助成金を交付するものと

する。 

（賃借助成金の請求及び交付） 

第１３条 第７条の通知を受けた賃借助成金の交付決定者は、当該賃貸借契約成立後

に居住を開始し、当該年度分の助成対象となる全賃借料の支払い後３０日以内に、

前条第１項の館林市空き家利活用助成金請求書に各種領収書の写し又はそれを証明



 
 

できる書類の写しを添えて市長に助成金の交付を請求しなければならない。 

２ 市長は、交付決定者から前項の請求があったときは、当該交付決定者に助成金を

交付するものとする。 

（賃借助成金の報告） 

第１４条 賃借助成金の交付決定を受けた者は、当該賃貸借契約満了時に館林市空き

家成約物件報告書（別記様式第１１号）により、速やかに市長に報告するものとす

る。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１２月５日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


